
柔軟な組合せの例

保険内サービス例 保険外サービス例

要介護者の生活援助・身体介助 × リハビリ・見守り（徘徊対策）

通所介護送迎 × 買い物・外来診療の付添い・
夕食（弁当等）提供

通所サービス × 補聴器の聴力検査・歯科検診・
認知症カフェの開催

・本格的推進の施策とりまとめ
・専門外の教員による授業（免許外教科担任）の問題解消
・著作権の問題（遠隔授業では許諾必要）の解決

【主な改革のポイント】 規制改革推進に関する第１次答申 ～明日への扉を開く～

医療・介護・保育分野

人材分野農業分野行政手続コストの削減

投資等分野 その他重要課題（インバウンド支援等）

介護保険内・外サービスの柔軟な組合せを可能
とする全国的なルールの明確化

【平成29年度検討・結論、平成30年度上期措置】

３つの簡素化原則

①行政手続の電子化の徹底
②同じ情報は一度だけ
③書式・様式の統一

20％
行政手続コスト

・2017年６月末までに各省庁が基本計画を策定
・行政手続部会としてフォローアップを実施

・職務
・勤務地
・労働時間

ジョブ型正社員の雇用ルールの確立
【平成29年度検討開始】

法定休暇付与の早期化
【関連指針改正：平成29年度検討・結論】

ジョブ型正社員とは

のいずれか（又は複数）
が限定される正社員

多様な働き方がより安心して選択可能に

休暇利用に関する多様なニーズの充足

ニーズに合った介護サービスプランが立てやすく

重点分野について行政手続コストを原則20％削減

生乳の生産・流通に関する制度の見直し【措置済み】

・50年以上続いた加工原料乳生産者補給金暫定措置法を廃止
・加工原料乳のすべての生産者に補給金を交付

生産者が出荷先を自由に選択可能な経営環境

※出荷先によらず、すべての加工原料乳生産者に補給金を交付

IT時代の遠隔教育
【平成29 年度検討開始、平成30年度上期結論・措置】

教育の質向上、地域を超えた均等な機会、
教員の負担軽減

Society5.0、オリパラに向けた電波ニーズへの対応

公共用周波数の民間開放【平成29 年度検討・結論】

※地方の行政手続も同様の簡素化を進める

・勤務開始日から一定日数の年次有給休暇が付与される
仕組みなどの実現に向けた検討

・情報開示の拡大、利用状況の調査方法の改善、目標の設定

移動・輸送サービスの活性化のための環境整備

労働基準監督業務の民間活用【平成30年度開始】

・ICTを活用したタクシー改革【平成30年度までに措置】等
- ソフトウェアによるタクシーメーターの導入
- 配車アプリ等を活用した事前確定運賃の実現

利用者ニーズへの柔軟な対応・インバウンド支援

業務委託

民間

旅館業に関する規制の見直し
【改正法案成立後に検討・結論、施行に合せて措置】

・３６協定未届事業場の点検・指導の民間への業務委託

労基法の執行強化による働き方改革の推進

・構造設備の基準の規制全般についてゼロベースでの見直し
- 最低客室数の撤廃
- ICTを活用したフロント規制の見直し 等

補給金※
（農林水産省）

乳業メーカー農協

流通事業者

消費者
自家製造販売

酪農家

2020年2017年

林業及び水産業の成長産業化を促す規制改革
・農業同様、潜在力がある一次産業
・成長産業化と資源管理の両面から来期に向けて規制改革を
本格検討

要介護者
・満足度向上

・自立支援 等

家族
・在宅介護限界点

の引き上げ 等

サービス事業者
・質と生産性

の向上 等

介護従事者
・待遇改善、

働き方改革 等

メリット 民間開放

自動走行

IoT 自動飛行消防 警察 防衛


